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　東京大学物性研究所では1960年より日本原子力研究所の研究用原子炉で中性子散乱の全国共同利用を開始した。1969年には３所員による中性子回折部門が増設され、1980年の中性子回折物性部門への再編、1993年の中性子散乱研究施設の新設、2003年の中性子科学研究施設への改組を経て今日に至っている。５所員により、磁性・強相関・結晶構造などの伝統的な固体物理学に加えて、準結晶・ガラス・ソフトマターを含む広い研究分野をカバーしている。

　本施設は東大柏キャンパスから100kmほど北にある茨城県東海村を本拠とし、研究者10名、技術職員3名、事務職員9名で構成されている。日本原子力研究開発機構のJRR-3研究炉の9台の実験装置を維持管理し、全国共同利用研究にあたるとともに、施設独自の研究および大学院生の教育を展開している。9台の装置に加えて、東北大学理学部1台、東北大学金属材料研究所2台、京都大学原子炉実験所2台が大学の装置として設置されているが、共同利用という側面では一体となって運営にあたっている。共同利用の受付・審査などは施設が独自で行っており、年１回の公募に対し300課題ほどの申請がある。審査は14名の実験審査委員と各課題2名の査読者によって行われ、各装置責任者の技術審査を加えて採択が判断される。採択結果は所外委員9名所内委員7名からなる施設運営員会で承認される。このうち採択は70%、課題採択（初期マシンタイム配分0）は20%、不採択は10%となっている。年間175日のビームタイムがあるが、およそ年間5000人日の利用がある。申請課題の３分の２は磁性・強相関・結晶構造などのハードマター分野で、残りのほとんどがガラス・ソフトマターとなっていて、共同利用研究が幅広い分野で行われていることが分かる。申請課題数は、1991年にJRR-3が稼働して現代的な中性子実験設備が整ったことにより10倍程度に急増したが、ここ5年ではほぼ同数で推移している。旅費は、日本原子力研究所での大学への窓口を東大原子力総合センターが担って来たことを反映し、東大原子力専攻と物性研共同利用の両方を用いているが、現在は各実験課題について1~2名の旅費支給をするのが限界となっている。

　物性研では、1980年に締結され現在は2014年まで延長されている日米科学技術包括協定に基づき、米国エネルギー省と文部科学省の間で1982年から行われている日米科学技術協力「中性子散乱」に原子力機構とともに日本側の基幹研究施設として参加している。物性研はブルックヘブン国立研究所に３軸分光器を設置するとともに多くの研究者を米国に派遣し、これまでに355編の論文が出版されている。オークリッジ国立研究所との日米協力の成果は92編の論文となっている。国際共同研究は第３世代物性研の主要な目標の一つであり、中性子施設でも日米協力を中心に、新たな国際共同研究、とくにアジア・オセアニア諸国との連携を深めるために、定期的な国際セミナーや招聘研究を行っている。

　現在、大型陽子加速器J-PARCを用いた新しいパルス中性子源がJRR-3のすぐ近くに建設中である。2008年には中性子ビームの供給が開始される予定となっている。加速器および中性子散乱実験装置が完全に稼働するには、その後もある程度の期間が必要とされると思われるが、近い将来、時間平均強度で肩を並べる定常中性子源とパスル中性子源の２つを利用できる体制ができあがる。中性子の特性上、パルスのもつ時間構造を利用した測定によって定常炉では困難であった分野での研究が可能になることが期待される。物性研としては、JRR-3に研究と共同利用の軸足をおきながらも、可能な範囲でJ-PARCの建造に貢献している。また、物性研独自の分光器をもつことも計画しており、基本となる建設プランの作成もすでに完了している。

　物性研中性子科学研究施設は、中性子源をもつ研究機関とは別の、国内外の中性子を用いた基礎研究を中心とした共同利用研究施設・教育機関としての役割を果たしていきたい。

